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表紙

( 電子提供措置事項のうち法令及び定款に基づく書面交付請求による交付書面に記載しない事項 )
第69回定時株主総会資料

　

● 事業報告
「業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況の
概要」

● 連結計算書類
「連結株主資本等変動計算書」
「連結注記表」

● 計算書類
「株主資本等変動計算書」
「個別注記表」

上記事項につきましては、法令及び当社定款第14条の規定に基づき、書面交付請求を
いただいた株主様に対して交付する書面には記載しておりません。
なお、本株主総会におきましては、書面交付請求の有無にかかわらず、株主の皆様に電
子提供措置事項から上記事項を除いたものを記載した書面を一律でお送りいたします。

（2023年10月１日から2024年９月30日まで）

株式会社マサル
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業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況の概要

業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況の概要
⑴　業務の適正を確保するための体制についての決定内容の概要
　取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制その他会社の業務の適正
を確保するための体制についての決定内容の概要は以下のとおりであります。
① 取締役及び社員の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制
イ. 当社の全ての役員及び社員は、法令及び定款を遵守することは勿論のこと、企業倫理の向上を

図り、誠実に行動するよう徹底するとともに、法令や規程の重大な違反等の問題が発生した場
合には、取締役及び関係する従業員（監査役は適宜参加）を構成員とする経営会議において、
速やかに必要な検討と対応を実施します。

ロ. 取締役会は、取締役会規程に則り、会社の業務執行の意思決定を行います。
ハ. 取締役は、会社の業務執行状況を取締役会に報告するとともに、他の取締役の職務執行を相互

に監視・監督し、法令及び定款への適合性に関し問題が生じた場合は、取締役会及び監査役会
に報告します。

ニ. 取締役は、取締役及び関係する従業員（監査役は適宜参加）を構成員とする経営会議において
は、問題発生の未然防止に努めるとともに、コンプライアンスの周知・啓蒙、リスク管理及び
内部統制構築と推進等で重要な役割を担います。

ホ. 監査役は、独立的な立場から、取締役の職務執行が適正に行われるよう監督します。また、監
査体制の充実を図ります。

ヘ. 内部統制室は、法令遵守、リスク管理、内部統制システム等を監査役と連携して整備し運用し
ます。内部監査室は各部門に対し業務執行の適正性及び効率性について監査し、改善に向けた
提言を行います。

② 取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制
イ. 株主総会、取締役会等の重要な会議の意思決定に係る記録や、稟議規程等に基づき決裁を行っ

た文書について、法令及び社内諸規程に基づき作成、保存ができるよう文書管理規程を整備し
ています。また、必要に応じて、取締役、監査役等の閲覧要請があった場合に備え、適切かつ
確実に検索できる状態で保存・管理を行います。

ロ. これらの管理責任者は管理本部長とします。
ハ. 監査役は、取締役の職務執行に係る情報の作成、保存、管理状況について監査します。
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③ 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
イ. 取締役の職務の執行を効率的に行うための体制として、毎月１回の定例取締役会のほか、必要

に応じて臨時取締役会を開催します。また、原則として定例取締役会を開催する週を除く毎
週、取締役及び関係する従業員（監査役は適宜参加）を構成員とする経営会議を開催します。

ロ. 取締役の職務執行については、組織規程、業務分掌規程、職務権限規程においてその責任の所
在、執行手続を定め、効率的に職務の執行が行われる体制を整備します。

ハ. 取締役会の決定に基づく業務執行については、取締役と執行役員及び部長職又はそれに準ずる
者を構成員とする幹部会会議を毎月１回開催し、業務執行の迅速化・徹底とともに経営の監督
機能強化を図ります。

④ 損失の危険の管理に関する規程その他の体制
イ. 業務遂行から生じる様々なリスクを管理するため、社内諸規程を整備し、主要なリスクについ

ては継続的に監視します。全社のリスクに関する管理責任者を管理本部長とし、各部門の業務
内容を整理し、内在するリスクを把握、分析、評価した上で適切な対策を実施します。

ロ. リスク管理責任者は、取締役会、幹部会会議等の場を通じ総括的、横断的なリスク管理を行
い、経営の健全性、株主の利益、社会的信用の向上を図ります。

ハ. 内部監査室は、コンプライアンスも含めた全社の日常的なリスク管理状況の監査を実施しま
す。また、具体的な個別事案の検証を通じて全社体制の適切性に関するレビューを実施しま
す。なお、現場監査においては、指摘事項の改善状況を監視します。

ニ. リスクを発見した場合、又は発生する恐れのある事実を発見した場合には、直ちに代表取締
役、部門長、管理責任者に報告します。

ホ. 重大、緊急又は不測の事態が発生し、又はその恐れがある場合には、遅滞なくリスク対策本部
を設置し、損害の拡大又は発生を防止する体制を整えます。

⑤ 当社並びにその子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制
イ. グループ会社における業務の適正を確保するため、当社の「企業行動規範」に準じた規範を定

め、各社にあったコンプライアンス体制を構築、運用します。
ロ. 内部統制室長は、グループ各社に対し、関係会社管理規程、内部監査規程に基づき諸規程が法

令及び定款に適合していることを確認します。
ハ. グループ各社の経営管理及び内部統制を行うため、関係会社管理規程に基づき、グループ会社

における重要事項の決定に関して当社への報告を求めるほか、当社内部監査室が毎月１回グル
ープ会社に対して行う内部監査にてコンプライアンスを含めた日常的なリスク管理状況の監査
を行います。

ニ. グループ会社の取締役の職務の執行を効率的に行うため、各社にて取締役会を月１回開催する
ほか、当社に準じた規程を整備し、業務執行の迅速化を図ります。
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⑥ 監査役がその職務を補助すべき社員を置くことを求めた場合における当該社員に関する事項
監査役は、必要に応じて取締役会の承認の上で補助すべき社員を置くことができるものとしま

す。

⑦ 前号の社員の取締役からの独立性に関する事項及び監査役の指示の実効性の確保に関する事項
イ. 監査役が補助すべき社員を置く場合には、その監査役補助者の任命・解任・人事考課・処遇・

人事異動等の改定については、監査役全員の同意を得た上で取締役会が決定することとし、取
締役からの独立性を確保するものとします。

ロ. 監査役補助者は業務の執行に係る役職を兼任しないものとします。

⑧ 取締役及び社員が監査役に報告をするための体制その他の監査役への報告に関する体制
イ. 取締役及び社員は、監査役の求めに応じて、遅滞なく業務執行状況の報告をします。
ロ. 取締役及び社員は、法定の事項に加え当社グループに重大な影響を及ぼす事項、またその恐れ

のある事実、内部監査の実施状況及びリスク管理に関する重要な事項、重大な法令・定款違
反、コンプライアンス上の重要な事項等を監査役に対して直ちに報告します。

ハ. 内部通報制度規程を適切に運用し、法令違反やその他コンプライアンス上の問題について、内
部監査室長・監査役への適時・適切な報告体制を確保し、また、内部通報を行った者に対する
不利な取り扱いを禁止するものとします。

ニ. 監査が効率的且つ効果的に行われるために、内部監査室との連携及び会計監査人からの監査結
果等の報告及び説明を通じて、内部統制システムの状況を監視、検証する体制を確保するもの
とします。

⑨ その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制
イ. 監査役は、代表取締役と適時会合を持ち、監査上の重要課題等について意見交換を行います。
ロ. 監査役は、内部監査室と緊密な連携を保つとともに、必要に応じて内部監査室に報告を求めま

す。
ハ. 監査役は、会計監査人と定期的に会合を持ち、意見及び情報の交換を行うとともに、必要に応

じて会計監査人に報告を求めます。
ニ. 監査役会は、適宜開催し、監査役間の意見及び情報の交換を行います。
ホ. 監査役は、監査の実施にあたり、必要と認められる場合には、弁護士、公認会計士その他の外

部専門家を独自の判断で起用できるものとします。
ヘ. 監査役の職務執行について生じる費用又は債務は、請求のあった後、速やかに処理します。
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⑵　業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要
　当社における業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要は、以下のとおりであります。
① 取締役及び社員の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制
イ. 企業行動規範を制定し、全ての役員及び社員に対し法令及び定款を遵守して行動するように徹

底しております。
ロ. 内部通報制度を整備し、全ての役員及び社員の職務執行における法令違反について早期発見と

是正を図っております。

② 損失の危険の管理に関する規程その他の体制
イ. 「リスク管理基本規程」に従って、当社に関わるリスクの識別、分析を行い適切な対応を行っ

ております。
ロ. 内部監査室にて内部監査計画を定め、内部監査を実施し、その結果を代表取締役及び監査役に

報告いたしております。

③ 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
　原則として毎月１回の定時取締役会を開催するほか、必要に応じて臨時取締役会を開催し、法
令や定款に定める事項、業務執行に関する決議を行っております。

④ 監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制
イ. 代表取締役と監査役会は定期的に会合を持ち、当社が対処すべき課題、監査役監査の環境の整

備の状況、監査上の重要課題等について意見交換を行っております。
ロ. また、監査役は、会計監査人と四半期ごとに情報交換を行っております。
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連結株主資本等変動計算書

（ 2023年10月 1 日から
2024年 9 月30日まで ）

（単位：千円）
株 主 資 本

資　本　金 資本剰余金 利益剰余金 自 己 株 式 株主資本合計
当 期 首 残 高 885,697 1,265,032 2,663,131 △58,702 4,755,158
当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △123,373 △123,373
親会社株主に帰属する
当 期 純 利 益 277,432 277,432

自 己 株 式 の 処 分 1,881 14,150 16,032
株 主 資 本 以 外 の 項 目
の 当 期 変 動 額 ( 純 額 ) ―

当 期 変 動 額 合 計 ― 1,881 154,059 14,150 170,091
当 期 末 残 高 885,697 1,266,914 2,817,191 △44,552 4,925,250

その他の包括利益累計額
純資産合計その他有価証券

評 価 差 額 金
その他の包括利益

累 計 額 合 計
当 期 首 残 高 △1,059 △1,059 4,754,099
当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △123,373
親会社株主に帰属する
当 期 純 利 益 277,432

自 己 株 式 の 処 分 16,032
株 主 資 本 以 外 の 項 目
の 当 期 変 動 額 ( 純 額 ) 15,953 15,953 15,953

当 期 変 動 額 合 計 15,953 15,953 186,044
当 期 末 残 高 14,893 14,893 4,940,143

連結株主資本等変動計算書
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連結注記表

連結注記表
１．連結計算書類作成のための基本となる重要な事項
⑴　連結の範囲に関する事項

連結子会社の数 ３社
主要な連結子会社の名称 株式会社マサルファシリティーズ

空気設備工業株式会社
⑵　持分法の適用に関する事項
　非連結子会社及び関連会社がないため、該当事項はありません。

⑶　連結の範囲及び持分法の適用の範囲の変更に関する事項
　当連結会計年度より空気設備工業株式会社を取得し、連結の範囲に含めております。

⑷　連結子会社の事業年度等に関する事項
　連結子会社の決算日は、連結会計年度と一致しております。
　なお、連結子会社の空気設備工業株式会社は決算日を３月31日から９月30日に変更しております。

⑸　会計方針に関する事項
①　重要な資産の評価基準及び評価方法
イ. 有価証券
その他有価証券
市場価格のない株式等以外のもの

時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法に
より算定）

市場価格のない株式等
移動平均法による原価法

ロ. 棚卸資産
未成工事支出金 個別法による原価法
材料貯蔵品 総平均法による原価法（収益性の低下による簿価切り下げの方法）

②　重要な減価償却資産の減価償却の方法
イ. 有形固定資産（リース資産を除く）

定率法によっております。ただし、1998年４月１日以降に取得した建物（建
物附属設備を除く）並びに2016年４月１日以降に取得した建物附属設備及び
構築物については定額法によっております。

ロ. 無形固定資産（リース資産を除く）
定額法によっております。なお、自社利用のソフトウェアについては、社内に
おける利用可能期間（５年）に基づく定額法によっております。

ハ. リース資産 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。
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当連結会計年度
一定の期間にわたり履行義務が充足され、進捗度に
基づき認識した完成工事高 614,339千円

③　重要な引当金の計上基準
イ. 貸倒引当金 債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、

貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見
込額を計上しております。

ロ. 賞与引当金 従業員の賞与の支給に備えるため、将来の支給見込額のうち当連結会計年度の
負担額を計上しております。

ハ. 役員賞与引当金 役員の賞与支給に備えるため、当連結会計年度に負担すべき支給見込額を計上
しております。

ニ. 完成工事補償引当金 完成工事に係る瑕疵担保の費用に備えるため、過去の修繕費支出の実績割合等
に基づき必要と見積られる額を計上しております。

ホ. 工事損失引当金 受注工事に係る将来の損失に備えるため、当連結会計年度末手持工事のうち損
失の発生が見込まれ、かつその金額を合理的に見積もることができる工事につ
いて、損失見込額を計上しております。

④　重要な収益及び費用の計上基準
　当社グループは主に工事契約を締結しております。当該契約のうち長期の工事契約については、一定
の期間にわたり履行義務が充足されると判断し、履行義務の充足に係る進捗度に基づき収益を認識して
おります。進捗度の測定は各報告期間の期末日までに発生した工事原価が、予想される工事原価の総額
に占める割合に基づいて行っております。
　履行義務の充足に係る進捗度の合理的な見積もりができない工事については、原価回収基準を適用し
ております。なお、契約期間がごく短い又は金額的重要性が乏しい工事契約については、完全に履行義
務を充足した時点で収益を認識しております。

⑤　のれんの償却方法及び償却期間
　のれんの償却については、５年間の定額法により償却を行っております。

２．会計上の見積りに関する注記
（一定の期間にわたり履行義務が充足され、進捗度に基づき認識した完成工事高）
⑴　当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額

（注）当連結会計年度に完成した工事に係る完成工事高は除いております。
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当連結会計年度
のれん 415,649千円

⑵　識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報
　工事収益総額及び工事原価総額の見積りにつきましては、工事着工段階において実行予算を編成し、
着工後の各期末においては工事の現況を踏まえて見直しを実施しており、一定の期間にわたり履行義務
が充足され、進捗度に基づき認識した完成工事高については、工事原価総額を基礎として当連結会計年
度末までの実際発生原価に応じた工事進捗度に工事収益総額を乗じて算定しております。
　当該見積りは、今後の工事の進捗に伴い、施工中の工法の変更や施工範囲の変更等に伴う設計変更・
追加契約の締結・資材・外注費等にかかる市況の変動及び天候等の気候変動による工事の遅延等による
外注費の増減等によって影響を受ける可能性があり、翌連結会計年度の連結計算書類において、完成工
事高の金額に重要な影響を及ぼす可能性があります。
　なお、上記の完成工事高には履行義務の充足に係る進捗度を合理的に見積もることができないため、
原価回収基準により認識した収益金額は含んでおりません。

（のれんの評価）
⑴　当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額

⑵　識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報
　当社は、被取得企業の今後の事業展開によって期待される将来の超過収益力として、取得価額と被取
得企業の識別可能資産及び負債の企業結合日時点の時価との差額をのれんとして計上しております。取
得に際しては、被取得企業の将来の事業計画及び当該事業計画に基づく営業キャッシュ・フローの見積
りが合理的であることを検討し、取得原価の合理性を評価しております。
　のれんは、その効果の及ぶ期間にわたって定額法により償却しており、償却期間は５年と設定してお
ります。のれんの減損の兆候の把握においては、株式取得時の事業計画における営業損益等と実績との
比較に基づき超過収益力の毀損の有無を検討しております。減損の兆候があると判断した場合には、減
損損失の認識の判定を行いますが、当連結会計年度においては、のれんについて減損の兆候は識別され
ておりません。
　なお、取得価額の合理性の評価及び減損の判定で必要な事業計画の見積りにおける主要な仮定は、将
来の売上高の予測であります。
　将来の不確実な経済状況及び会社の経営状況の影響を受け、事業計画から大幅な乖離が生じた場合に
は減損の兆候があると認められ、減損損失の認識の判定が必要となる可能性があります。
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　　有形固定資産の減価償却累計額 251,402千円

株 式 の 種 類 当連結会計年度
期首の株式数

当連結会計年度
増加株式数

当連結会計年度
減少株式数

当連結会計年度
末の株式数

普 通 株 式 901,151株 ―　株 ―　株 901,151株

株 式 の 種 類 当連結会計年度
期首の株式数

当連結会計年度
増加株式数

当連結会計年度
減少株式数

当連結会計年度
末の株式数

普 通 株 式 19,913株 ―　株 4,800株 15,113株

2023年12月26日開催の第68回定時株主総会決議による配当に関する事項
・配当金の総額 123,373千円
・１株当たり配当額 140.0円
・基準日 2023年９月30日
・効力発生日 2023年12月27日

2024年12月25日開催の第69回定時株主総会において次のとおり付議いたします。
・配当金の総額 110,754千円
・配当の原資 利益剰余金
・１株当たり配当額 125.0円
・基準日 2024年９月30日
・効力発生日 2024年12月26日

３．連結貸借対照表に関する注記

４．連結株主資本等変動計算書に関する注記
⑴　発行済株式の総数に関する事項

⑵　自己株式の数に関する事項

（注）自己株式の減少株式数4,800株は、取締役会決議に基づく自己株式の処分であります。
⑶　剰余金の配当に関する事項
①　配当金支払額等

②　基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生が翌期になるもの
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５．金融商品に関する注記
⑴　金融商品の状況に関する事項
①　金融商品に対する取組方針
　事業計画に照らし、必要な資金（主に銀行借入や社債発行）を調達しております。一時的な余資は主
に流動性の高い金融資産で運用し、また、短期的な運転資金を銀行借入により調達しております。
　デリバティブは、余裕資金を効率的に運用するために利用し、投機的な取引は行わない方針でありま
す。

②　金融商品の内容及びそのリスク
　受取手形、電子記録債権及び完成工事未収入金は、顧客の信用リスクに晒されております。
　投資有価証券は、主に業務上の関係を有する企業の株式であり、市場価格の変動リスクに晒されてお
ります。また、取締役に対し貸付けを行っております。
　支払手形・工事未払金及び電子記録債務は、短期間で決済されるものであります。
　借入金及び社債は、主に運転資金に係る資金調達を目的としたものであり、償還日は最長で決算日後
７年６か月であります。このうち一部は、金利の変動リスクに晒されております。

③　金融商品に係るリスク管理体制
イ. 信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理
　営業債権については、債権管理規程に従い、各事業部門が主要な取引先の状況を定期的にモニタリ
ングし、取引相手ごとに期日及び残高を管理するとともに、財務状況等の悪化等による回収懸念の早
期把握や軽減を図っております。
　デリバティブ取引を行う場合は、取引相手先を高格付を有する金融機関に限定しているため信用リ
スクはほとんどないと認識しております。

ロ. 市場リスク（為替や金利等の変動リスク）の管理
　投資有価証券は、定期的に時価や発行体（取引先企業）の財務状況等を把握し、市況や取引先企業
との関係を勘案して保有状況を継続的に見直しております。
　デリバティブ取引については、取締役会で決定され、取引の実行及び管理は管理本部が行い、月次
の取引実績は、担当役員まで報告されます。

ハ. 資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）の管理
　各事業部門からの報告に基づき管理本部が適時に資金繰計画を作成・更新するとともに、手許流動
性の維持等により流動性リスクを管理しております。

④　金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
　金融商品の時価の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採用すること
により、当該価額が変動することがあります。

⑤　信用リスクの集中
　当期の連結決算日現在における営業債権のうち49.6％（上位２社）が特定の大口顧客に対するもので
あります。
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連結貸借対照表
計上額 時 価 差 額

⑴　投資有価証券
　　　その他有価証券 121,047 121,047 ―
資産計 121,047 121,047 ―

⑴　社債（※３） 702,000 709,776 7,776
⑵　長期借入金（※２） 425,206 429,231 4,025
負債計 1,127,206 1,139,007 11,801

⑵　金融商品の時価等に関する事項
　2024年９月30日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであ
ります。

（単位：千円）

（注）１．「現金及び預金」「受取手形」「電子記録債権」「完成工事未収入金」「支払手形・工事未払
金」「買掛金」「電子記録債務」については、短期間で決済されるため時価が帳簿価額に近似す
ることから、注記を省略しております。

２．１年内返済予定の長期借入金は、長期借入金に含まれております。
３．１年内償還予定の社債は、社債に含まれております。

⑶　金融商品の時価の適切な区分ごとの内訳等に関する事項
　金融商品の時価を、時価の算定に用いたインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の3つのレ
ベルに分類しております。
レベル１の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、活発な市場において形成される当該

時価の算定の対象となる資産又は負債に関する相場価格により算定した時価
レベル２の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、レベル１のインプット以外の時価の

算定に係るインプットを用いて算定した時価
レベル３の時価：観察できない時価の算定に係るインプットを使用して算定した時価

　時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプットがそれ
ぞれ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類しております。
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区 分
時価（千円）

レベル１ レベル２ レベル３ 合 計
投資有価証券
　その他有価証券
　　株式 121,047 ― ― 121,047

区 分
時価（千円）

レベル１ レベル２ レベル３ 合 計
社債（※２） ― 709,776 ― 709,776
長期借入金（※１） ― 429,231 ― 429,231

負債計 ― 1,139,007 ― 1,139,007

①　時価をもって連結貸借対照表計上額とする金融資産

②　時価をもって連結貸借対照表計上額としない金融資産及び金融負債

（※１）１年内返済予定の長期借入金は、長期借入金に含まれております。
（※２）１年内償還予定の社債は、社債に含まれております。

（注）時価の算定に用いた評価技法及び時価の算定に係るインプットの説明
投資有価証券
上場株式は相場価格を用いて評価しております。上場株式は活発な市場で取引されているため、そ
の時価をレベル１の時価に分類しております。

長期借入金、社債
これらの時価は、変動金利によるものについては、短期間で市場金利を反映し、また、当社グルー
プの信用状態は借入実行後大きく異なっていないことから、時価は帳簿価額と近似していると考え
られるため、当該帳簿価額によっております。固定金利によるものについては、元利金の合計額
と、当該債務の残存期間及び信用リスクを加味した利率を基に、割引現在価値法により算定してお
り、レベル２の時価に分類しております。
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報告セグメント
合計

建設工事業 設備工事業
売上高
一時点で移転される財又はサービス 4,091,806 360,335 4,452,142
一定の期間にわたり移転される財
又はサービス 3,963,550 531,922 4,495,472

顧客との契約から生じる収益 8,055,357 892,257 8,947,614

当連結会計年度
顧客との契約から生じた債権(期首残高) 1,839,182
顧客との契約から生じた債権(期末残高) 1,652,401
契約資産(期首残高) 822,956
契約資産(期末残高) 750,375
契約負債(期首残高) 750,682
契約負債(期末残高) 714,481

６．収益認識に関する注記
⑴　顧客との契約から生じる収益を分解した情報

（単位：千円）

⑵　顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報
　「１．連結計算書類作成のための基本となる重要な事項」の「⑸　会計方針に関する事項　④　重要な
収益及び費用の計上基準」に記載のとおりであります。

⑶　当連結会計年度及び翌連結会計年度以降の収益の金額を理解するための情報
①　契約資産及び契約負債の残高等

（単位：千円）

（注）１．契約資産は、工事契約について期末日時点で履行義務を充足しているが、未請求の財又はサー
ビスに係る対価に対する当社グループの権利に関するものであります。契約資産は対価に対す
る権利が請求可能になった時点で顧客との契約から生じた債権に振り替えております。

２．契約負債は、主に顧客との工事請負契約について、支払条件に基づき顧客から受け取った前受
金に関するものであります。契約負債は、収益の認識に伴い取り崩されます。当連結会計年度
に認識された収益の額のうち期首現在の契約負債残高に含まれていた額は、681,012千円であ
ります。
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当連結会計年度
建設工事業 742,348千円
設備工事業 504,643千円
合　　　計 1,246,991千円

⑴　１株当たり純資産額 5,575円54銭
⑵　１株当たり当期純利益 313円54銭

②　残存履行義務に配分した取引価格
　残存履行義務に配分した取引価格の主な事業ごとの総額は、以下のとおりであります。残存履行義務
については概ね５年以内に収益として認識されると見込んでおります。
　なお、当社及び連結子会社では、残存履行義務に配分した取引価格の注記にあたって実務上の便法を
適用し、当初に予想される契約期間が１年以内の契約について注記の対象に含めておりません。

７．１株当たり情報に関する注記

８．重要な後発事象に関する注記
　該当事項はありません。
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被取得企業の名称 空気設備工業株式会社
事業の内容 排気装置を主体とした乾燥・塗装装置、集塵装置等の産業用機械の

組立・設置・メンテナンス

９．その他の注記事項
（企業結合等関係）
取得による企業結合
　当社の連結子会社である株式会社マサルファシリティーズは、2024年３月25日開催の取締役会におい
て、空気設備工業株式会社の全株式を取得することを決議し、2024年３月27日付で株式譲渡契約を締結
し、2024年４月８日付で株式を取得しました。
⑴　企業結合の概要
①　被取得企業の名称及びその事業の内容

②　企業結合を行った主な理由
　マサルグループは、株式会社マサルおよび子会社２社（株式会社マサルファシリティーズ、株式会
社イノベイト）で構成され、主として建物の新築防水工事、改修工事、直接受注工事および空調・冷
暖房・給排水等の設備工事を展開しております。今般の空気設備工業株式会社の株式取得によりマサ
ルグループが見込むシナジー効果は以下のとおりです。
ⅰ　マサルファシリティーズ事業との協業化の強化

株式会社マサルファシリティーズの主要事業と空気設備工業株式会社の事業との親和性が高い
ため両社が協業することにより大きな力を発揮できると考えています。

ⅱ　マサルグループの関西圏進出への拠点としての活用
ⅲ　空気設備工業株式会社の事業分野、技術分野を活用した関東圏でのマーケティング展開

空気設備工業株式会社の顧客資源、技術資源と、マサルグループの既存事業との親和性、今後
のシナジー追求による関東圏での新たなマーケティング展開が模索できると考えています。

③　企業結合日　　　　　2024年４月８日（株式取得日）
2024年６月30日（みなし取得日）

④　企業結合の法的形式　現金を対価とする株式取得
⑤　結合後企業の名称　　空気設備工業株式会社（変更はありません）
⑥　取得した議決権比率　議決権比率　100.00％
⑦　取得企業を決定するに至った主な根拠

株式会社マサルファシリティーズが現金を対価として、株式を取得したためであります。
⑵　連結計算書類に含まれている被取得企業の業績の期間
　2024年７月１日から2024年９月30日まで
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取得の対価　　　現金　　　750,000千円
取得原価　　　　　　　　　750,000千円

流動資産 391,886千円
固定資産 217,569千円
資産合計 609,455千円
流動負債 172,980千円
固定負債 124,000千円
負債合計 296,980千円

⑶　被取得企業の取得原価及び対価の種類ごとの内訳

⑷　主要な取得関連費用の内容及び金額
アドバイザリーに対する報酬・手数料等　35,600千円

⑸　発生したのれんの金額、発生原因、償却方法及び償却期間
①　発生したのれんの金額　437,525千円
②　発生原因　　　　　　　今後の事業展開によって期待される超過収益力により発生したものでありま

す。
③　償却方法及び償却期間　5年間にわたる均等償却

⑹　企業結合日に受け入れた資産及び引き受けた負債の額並びにその主な内訳

⑺　企業結合が連結会計年度の開始の日に完了したと仮定した場合の当連結会計年度の連結損益計算書に
及ぼす影響の概算額及びその算定方法
当連結会計年度における概算額の算定が困難であるため、記載しておりません。
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株主資本等変動計算書

（ 2023年10月 1 日から
2024年 9 月30日まで ）

（単位：千円）
株 主 資 本

資 本 金

資　本　剰　余　金 利　　益　　剰　　余　　金

資　本
準備金

その他
資　本
剰余金

資　本
剰余金
合　計

利　益
準備金

その他利益剰余金 利　益
剰余金
合　計

別　途
積立金

繰越利益
剰 余 金

当 期 首 残 高 885,697 1,261,600 3,432 1,265,032 93,000 291,508 1,930,750 2,315,258
当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △123,373 △123,373
当 期 純 利 益 306,380 306,380
自 己 株 式 の 処 分 1,881 1,881 1,881
株 主 資 本 以 外 の
項目の当期変動額
(純額)

―

当 期 変 動 額 合 計 ― ― 1,881 1,881 ― ― 183,007 183,007
当 期 末 残 高 885,697 1,261,600 5,314 1,266,914 93,000 291,508 2,113,757 2,498,266

株　主　資　本 評 価 ・ 換 算 差 額 等
純資産合計

自己株式 株主資本
合　　計

その他有価証券
評価差額金

評価・換算
差額等合計

当 期 首 残 高 △58,702 4,407,286 △1,059 △1,059 4,406,226
当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △123,373 △123,373
当 期 純 利 益 306,380 306,380
自 己 株 式 の 処 分 14,150 16,032 16,032
株 主 資 本 以 外 の
項目の当期変動額
(純額)

15,953 15,953 15,953

当 期 変 動 額 合 計 14,150 199,039 15,953 15,953 214,992
当 期 末 残 高 △44,552 4,606,325 14,893 14,893 4,621,218

株主資本等変動計算書
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個別注記表

個別注記表
１．重要な会計方針に係る事項
⑴　資産の評価基準及び評価方法
①　有価証券の評価基準及び評価方法
イ 子会社株式及び関係会社株式

移動平均法による原価法
ロ その他有価証券

市場価格のない株式等以外のもの
時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法によ
り算定）

市場価格のない株式等
移動平均法による原価法

② 棚卸資産の評価基準及び評価方法
未成工事支出金 個別法による原価法
材料貯蔵品 総平均法による原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）

⑵　固定資産の減価償却の方法
① 有形固定資産（リース資産を除く）

定率法によっております。ただし、1998年４月１日以降に取得した建物（建物
附属設備を除く）並びに2016年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築
物については定額法によっております。

② 無形固定資産（リース資産を除く）
定額法によっております。なお、自社利用のソフトウェアについては、社内にお
ける利用可能期間（５年）に基づく定額法によっております。

③ リース資産 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。
⑶　引当金の計上基準
① 貸倒引当金 債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸

倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額
を計上しております。

② 賞与引当金 従業員の賞与の支給に備えるため、将来の支給見込額のうち、当事業年度の負担
額を計上しております。

③ 役員賞与引当金 役員の賞与支給に備えるため、当事業年度における支給見込額に基づき計上して
おります。

④ 完成工事補償引当金 完成工事に係る瑕疵担保の費用に備えるため、過去の補修費支出の実績割合等に
基づき必要と見積られる額を計上しております。
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個別注記表

当事業年度
一定の期間にわたり履行義務が充足され、進捗度に
基づき認識した完成工事高 236,393千円

⑤ 工事損失引当金 受注工事に係る将来の損失に備えるために、当事業年度末手持工事のうち損失の
発生が見込まれ、かつその金額を合理的に見積もることができる工事について、
損失見込額を計上しております。

⑷　収益及び費用の計上基準
　当社は主に工事契約を締結しております。当該契約のうち長期の工事契約については、一定の期間にわ
たり履行義務が充足されると判断し、履行義務の充足に係る進捗度に基づき収益を認識しております。進
捗度の測定は各報告期間の期末日までに発生した工事原価が、予想される工事原価の総額に占める割合に
基づいて行っております。
　履行義務の充足に係る進捗度の合理的な見積もりができない工事については、原価回収基準を適用して
おります。なお、契約期間がごく短い又は金額的重要性が乏しい工事契約については、完全に履行義務を
充足した時点で収益を認識しております。

２．会計上の見積りに関する注記
（一定の期間にわたり履行義務が充足され、進捗度に基づき認識した完成工事高）
⑴　当事業年度の計算書類に計上した金額

（注）当事業年度に完成した工事に係る完成工事高は除いております。
⑵　識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報
　工事収益総額及び工事原価総額の見積りにつきましては、工事着工段階において実行予算を編成し、
着工後の各期末においては工事の現況を踏まえて見直しを実施しており、一定の期間にわたり履行義務
が充足され、進捗度に基づき認識した完成工事高については、工事原価総額を基礎として当事業年度末
までの実際発生原価に応じた工事進捗度に工事収益総額を乗じて算定しております。
　当該見積りは、今後の工事の進捗に伴い、施工中の工法の変更や施工範囲の変更等に伴う設計変更・
追加契約の締結・資材・外注費等にかかる市況の変動及び天候等の気候変動による工事の遅延等による
外注費の増減等によって影響を受ける可能性があり、翌事業年度の計算書類において、完成工事高の金
額に重要な影響を及ぼす可能性があります。
　なお、上記の完成工事高には履行義務の充足に係る進捗度を合理的に見積もることができないため、
原価回収基準により認識した収益金額は含んでおりません。
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個別注記表

⑴　有形固定資産の減価償却累計額 99,433千円
⑵　関係会社に対する金銭債権、債務

短期金銭債権 5,529千円
短期金銭債務 24,848千円

⑶　取締役に関する金銭債権
金銭債権 7,022千円

営業取引による取引高
　完成工事高 50千円
　完成工事原価 155,401千円
営業取引以外による取引高 4,276千円

普通株式 15,113株

３．貸借対照表に関する注記

４．損益計算書に関する注記
関係会社との取引

５．株主資本等変動計算書に関する注記
当事業年度の末日における自己株式の種類及び数
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個別注記表

繰延税金資産
貸倒引当金 357千円
賞与引当金 48,995千円
役員賞与引当金 13,135千円
完成工事補償引当金 1,494千円
工事損失引当金 19,482千円
未払事業税 5,425千円
未払法定福利費 8,775千円
会員権貸倒引当金 22,153千円
譲渡制限付株式 24,974千円
未払役員退職慰労金 12,744千円
その他 14,368千円
　小計 171,907千円
評価性引当額 △72,372千円
繰延税金資産合計 99,535千円
繰延税金負債
その他有価証券評価差額金 △6,573千円
繰延税金負債合計 △6,573千円
繰延税金資産の純額 92,962千円

⑴　１株当たり純資産額 5,215円60銭
⑵　１株当たり当期純利益 346円26銭

６．税効果会計に関する注記
繰延税金資産の発生の主な原因別の内訳

７．関連当事者との取引に関する注記
　関連当事者との取引は、重要性が乏しいため記載を省略しております。

８．収益認識に関する注記
　顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報について、「連結注記表　６.収益認識に
関する注記」に同一の内容を記載しておりますので注記を省略しております。

９．１株当たり情報に関する注記

10．重要な後発事象に関する注記
　該当事項はありません。
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